
最近の大きな動き
(1)パンデミック：国際物流が抱えるリスク

・新型コロナウイルス感染拡大等により、国際物流は大きなリスクを
抱えている。

・環境問題、食料危機の問題も含めて、我々の生活に密着した食品が
どこから運ばれてきているかを考えることが重要。

① サプライチェーンの確保
（特定重要物資：半導体、レアアース等、電池、医薬品等）

② 基幹インフラ、③先端技術の開発支援、④特許非公開

経済安全保障推進法の成立（2022.5/11）

流通経済大・矢野裕児先生（2021.5/22付 日本経済新聞）
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「フード・マイレージの現代的意味」『物流問題研究』No.72（2022春）
https://log-innovation.rku.ac.jp/laboratory/

食料・農業・農村基本法も改正の動き

・基本法検証部会の開催(2022.10～)
・本年6月をめどに取りまとめ予定 https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/



(2)ロシアによるウクライナ武力侵攻 －新聞記事から
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ウクライナ侵攻で世界16億人危機 国連報告、食料など（2022年6/9付け 日経）

食料、エネルギー、金融の3分野で深刻な危機。12億人は3分野すべての影響。

食料危機の行方－中東・アフリカで社会不安も（6/27付け 日経）

食料価格高騰が広範な暴動誘発の可能性。紛争中の両国に小麦輸入の大半を頼る国も。

食料の輸出規制、世界の取引量の2割に（7/7付け 日経)→WTOが6年半ぶりに閣僚宣言(6/17)

ウクライナ侵攻で食料の供給不安が高まり、25か国が自国への供給を優先。肥料の供給不安も。

複合危機、新興国揺さぶる－長引く食料供給不安（2023.1/16付け 日経））

ウクライナ危機は食料だけではなく肥料の供給も危うくし、新興国経済の不安を高めている。

新興国債務危機、農産物に波及（2/10付け 日経））

経済が脆弱な新興国の債務危機を発端に新たなインフレ要因のリスクが浮き彫りに

穀物、中国集中にリスク－Ｇ７、食料安保強化で一致（2023.4/24付け 日経））

Ｇ７農相会合は、途上国支援を通じて食料安全保障の強化を進めることで一致。中国、ロシアへの懸念。

「ミート・ショック」世界で－病原菌・干ばつ、供給に懸念（5/12付け 日経））

ウクライナ危機以降の飼料高、家畜伝染病、干ばつ等で欧州等では畜産家の廃業が目立つように。



日本の輸入量に占めるシェア
（2021年）

世界の輸出量全体に占めるシェア
（2021/22年度）

資料：財務省「貿易統計」
https://www.customs.go.jp/toukei/info/tsdl.htm

ＵＳＤＡ（アメリカ農務省）“Grain: World Markets and Trade”（February 2022）
https://apps.fas.usda.gov/psdonline/circulars/grain.pdf

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図237 穀物貿易におけるウクライナ及びロシアの地位

(2)ロシアによるウクライナ武力侵攻

[注：図の番号は、拙メルマガの掲載号]

塩化加里(肥料原料)の自給率
：０％（100％輸入）

輸入相手国のシェア
（2020肥料年度）

カナダ 59％
ロシア 16％
ベラルーシ 10％
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世界の
食料価格指数

日本の
食料自給率

日本の
貿易収支

実質

名目

資料：FAO “World Food Situation” https://www.fao.org/worldfoodsituation/foodpricesindex/en/
農林水産省「食料需給表」 https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/fbs/
財務省「貿易統計」 https://www.customs.go.jp/toukei/suii/html/nenbet.htm

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

生産額ベース

カロリーベース

【実質140.6、
名目143.7(2022)】

【63％(2021年度)】

【38％(〃】

【▲19.2兆円(2022)】

図234 世界の食料価格指数等の推移
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注：1) 横軸は人口で、人口の多い国から順に並べてある（上位15か国）。
2) 縦軸は穀物自給率で、100％を超過している部分は輸出、下回っている部分（薄桃色の部分）は輸入を表している。
3) 右端の図については、日本の穀物自給率は28％、主食用穀物自給率（褐色の部分）は60％であることを示している。

資料：農林水産省「食料需給表」 https://www.maff.go.jp/j/zyukyu/fbs/index.html
総務省統計局「世界の統計2022」 https://www.stat.go.jp/data/sekai/0116.html
（世界人口の推移：1950～2050年。元データはUN“World Population Prospects ”

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図245 世界の人口大国と穀物自給率（2018年）
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ラテン
アメリカ、
カリブ海
諸国

その他アジア

南アジア

注：1) 栄養不足(Undernourishment)とは、通常の活動的で健康的な生活を維持するために必要な食事エネルギー量の摂取が不十分な状態のことで、
慢性的な栄養不足は飢餓と同義である。

2) サブサハラとは、サハラ砂漠以南のアフリカのこと。
資料：FAO(国連食糧農業機関),IFAD(国際農業開発基金),unicef(国連児童基金),WFP(国連世界食糧計画),WHO(世界保健機関)

“The State of FOOD SRCURITY AND NUTRITION IN THE WORLD”(2022.7)を基に筆者作成。 https://www.fao.org/3/cc0639en/cc0639en.pdf
出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図249 栄養不足人口の推移
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資料：農林水産省「米の相対取引価格・数量、契約・販売状況、民間在庫の推移等」
https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/soukatu/aitaikakaku.html

同「麦の需給と価格について」
https://www.maff.go.jp/j/seisan/boueki/mugi_zyukyuu/

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図239 米の相対取引価格と輸入小麦の政府売渡価格の推移

米の相対取引価格

輸入小麦の政府売渡価格

(円/60kg)

(円/トン)
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資料：農林水産省「米に関するマンスリーレポート」（20224年4月号、元データは米穀供給安定支援機構)
https://www.maff.go.jp/j/seisan/keikaku/soukatu/attach/pdf/mr-133.pdf

注：上記資料（消費4-2)より作成。
横軸は2021年度のシェアの2016年のシェアに対する倍率。
縦軸は2019年度～2021年度の平均購入価格。

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図240(改) 精米の主な購入先の変化と購入単価
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(千羽/戸)

注：1) 消費者物価指数は1970=100として単純に再計算している。
2) 1戸当たり飼養羽数は成鶏めす羽数で、1991年以降は300羽以上、98年以降は1000羽以上の飼養者の数値である（90年以前は
300羽以上の数値に再推計してある）。

資料：総務省統計局「消費者物価指数」(2020年基準長期時系列データ)、農林水産省統計部「畜産統計調査」(長期累年統計)から作成。
https://www.stat.go.jp/data/cpi/1.html

、 https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/tikusan/index.html#l
出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図259(改) 鶏卵の価格と１戸当たり飼養羽数の推移

年
,
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消費者物価指数(1970=100) [食料364.5]

[総合331.1]
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みどりの食料システム戦略（一部）



食料・農業・農村基本法の改正について

2022年 9月29日 食料・農業・農村政策審議会に諮問、基本法検証部会を設置

10月～ 14回にわたり有識者ヒアリング、施策の検証、意見交換等を実施

2023年 5月19日 「中間取りまとめ」（案）

5月29日 「中間取りまとめ」

7月～ 基本法の検証・見直しに関する意見・要望の募集（パブコメ）
地方意見交換会

2024年の通常国会に基本法改正案の提出を目指す。



基本法検証部会（令和5年5月19日）配布資料
https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kensho/attach/pdf/15siryo-4.pdf





「中間取りまとめ」（案）の概要

基本理念
(1) 国民一人一人の食料安全保障の確立
(2) 環境等に配慮した持続可能な農業・食品産業への
転換

(3) 食料の安定供給を担う生産性の高い農業経営の
育成・確保

(4) 農村への移住・関係人口の増加、地域コミュニ
ティの維持、農業インフラの機能確保

基本的施策
【食料】
食料安全保障の定義を見直し、国民一人一人に食料を

届けるための食料システムを構築

【農業】
今日的な情勢での効率的かつ安定的な農業経営の位置

づけ

【農村】
農村人口が減少する中で集落による農業を下支えする

機能を集約的に維持

【環境】
負荷低減を行う農業を主流化、生態系サービスを最大

限に発揮、環境と調和のとれた食料システムの確立

基本計画・食料自給率
現状の把握、課題の明確化、具体的施策、その施

策の有効性を示すKPIの設定

不測時の食料安全保障
不測時の食料の確保・配分に必要な制約を伴う義

務的措置、関連する財政的な措置について検討
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パンデミック、ウクライナ、気候危機等
：最大のリスクは、国内の食料供給基盤のぜい弱化（危機的状況）

丸山眞男「日本ファシズムの特質は、農本主義的特質が非常に優位を占めていること」

やはり、個々人（市民）の「気づき」と「主体的な選択」が基本的に重要ではないか。

政府・与党においても、食料安全保障（食料の安定供給）をめぐる動きが活発化
「食料・農業・農村基本法」(1999年)改正の動き

おわりに

国内農産物価格の低迷（農業を続けられない）
↓

生産者の高齢化・後継者不足、荒廃農地の増加
↓

中山間地域等での過疎化の進行（限界集落化）

食料供給基盤のぜい弱化、自給率の低下

国土の強靭性の喪失（災害、鳥獣害）

国内の農業、生産者を「買い支える」ことができるのは、結局、消費者しかいない。



注：基幹的農業従事者とは、15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。
資料：農林水産省「農林業センサス」（令和3年度 食料・農業・農村白書(令和4年5月27日公表)における組替集計）から作成。

https://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/r3/r3_h/trend/part1/chap1/c1_1_01.html
出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図255 基幹的農業従事者数の推移（年齢階層別）

年

千人

85歳以上

65～74

55～64

35～54
34歳以下

75～84

65歳以上の者の割合

【224万人】

【136万人】

【57.4％】

【69.6％】

荒廃農地
28.2万ha

農地面積
(433万ha)
の6.5％



（佐藤 弘氏（元西日本新聞社、小農学会事務局）から提供）

（2022.3、角川新書）

エシカル(Ethical:倫理的)消費

〇 日本は利己的(安全)
⇔ヨーロッパは利他的(人権､環境)

〇 先進国・イギリスの取組み

〇エシカルを支えるのは普通の人

「ときどきエシカル」が
パワーになる！

【本書 p.43より】
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注：都市階級の分類基準は次のとおり。大都市 ：政令指定都市及び東京都区部、中都市 ：大都市を除く人口15万以上の市、
小都市Ａ：人口5万以上15万未満の市、 小都市Ｂ・農村：人口5万未満の市及び町村

資料：総務省「家計調査」(二人以上の世帯、2022年8月)を基に筆者作成。
https://www.stat.go.jp/data/kakei/2.html

出典：フード・マイレージ資料室 https://food-mileage.jp/

図253 品目別の家計消費支出額（2022年8月、都市階級別）

円/月

食 料 品

平均
大都市
中都市
小都市Ａ
小都市Ｂ・町村

気分が落ち込む。

記憶力や集中力が
低下

相手との会話に集
中できない。

幼児や子どもの運
動能力や脳の働き
に悪影響
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金子美登さん(埼玉･小川町､2020.9/19)

いま、フード・マイレージから考える私たちの食のこと

実は、食と農が抱える深刻な課題は、他にもいろいろある。
食料供給基盤のぜい弱化、栄養バランスの崩れ、食への不安、食品ロスの増加等

食と農の間の距離を再び縮める⇒「顔の見える関係づくり」(信頼関係の醸成)が必要。
（生産の現場を訪ねる、生産者と交流する、取り寄せてみる、自分で野菜を育ててみる等）

共通する背景：食（食卓、消費者）と農（産地、生産者）の間の距離の拡大
フード・マイレージは、この距離感を仮想的に測る指標

フード・マイレージを意識すること

〇 その食べものが、どこで、誰によって、どのように
作られたかを想像するよすがに。

〇 食べものをめぐる伝統、歴史、文化、風土への気づき。

距離の拡大⇒消費者にとって、食べものは単なる「商品」に。
食べものを大切にし、生産者を敬い、自然や環境を畏敬する気持ちを喪失。

20



付・参考に（資本主義について）

斎藤幸平『人新世の「資本論」』
(2020.9、集英社新書)

平賀 緑『食べものから学ぶ世界史－人も自然も壊さない
経済とは？』(2021.7、岩波ジュニア新書)
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白川真澄『脱成長のポスト資本主義』(2023.4、日本評論社)

➣ 多くの地域で市民が主導権を発揮してグリーン派の地方政府を
実現させ、グローバル資本と国家の支配体制を蚕食する拠点に。

➣ 地域に根差した小さな農や食の営みが重要性。
草の根的な、ゲリラ戦的な、アメーバのような対抗軸が広がれば、

世界のシステムを変えることにつながるのではないか。

地球的な気候危機をもたらしている資本主義システム
自体を変革する必要
➣ ワーカーズコープ、ミュニシパリズム、脱成長
・・・etc.

(2023.5/13 CSまちデザイン講座)

(2023.5/20 出版記念の集い)



https://food-mileage.jp/2023/05/02/230525_palestine/
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